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毎週火曜・金曜日発行� ○印は長崎県例規集に登載するもの

◎　告　示� 所管課（室）名　

　・応急入院させることができる精神科病院の指定� 障 害 福 祉 課

・	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定自立

支援医療機関の指定（３件）� 〃

・	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定自立

支援医療機関の更新� 〃

・	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定自立

支援医療機関の変更� 〃

　○長崎県水産部関係補助金等交付要綱の一部改正� 漁 政 課

　・漁船損害等補償法に基づく付保義務発生� 漁 業 振 興 課

　・道路の供用開始（２件）� 道 路 維 持 課

◎　公　告

　・有明海及び橘湾の再生に関する長崎県計画の変更� 漁 政 課

　・土地改良区の役員の就退任� 農 村 整 備 課

　・県営土地改良事業計画変更の決定� 〃

　・測量の実施（３件）� 建 設 企 画 課

　・測量の終了� 〃

◎　教育長公告

　・県立学校職員（船員）採用選考試験の実施� 高 校 教 育 課

◎　監査委員公表

・	令和５年度普通会計定期監査（後期）、行政監査及び財政援助団体等監査の結果

に係る措置の公表� 監 査 事 務 局

◎　長崎県病院企業団告示

　・長崎県病院企業団議会臨時会の招集� 長崎県病院企業団

◎　正　誤

　・令和６年１月26日付け長崎県公報第11285号中� 漁 港 漁 場 課

　・令和６年４月26日付け長崎県公報第11310号中� 〃

長崎県告示第444号

　　　応急入院させることができる精神科病院の指定（公告）

　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第33条の６第１項の規定による応急入院

　　　　目　　　　　次

　　　　告　　　　　示
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をさせることができる精神科病院を次のとおり指定した。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

名　　　称 所　在　地 指定年月日

長崎大学病院 長崎市坂本１丁目７番１号 令和６年８月１日

長崎県告示第445号

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第59条第１項の規定

による自立支援医療（精神通院医療）を担当させる指定自立支援医療機関（病院又は診療所）として次のとおり

指定した。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

指定医療機関の名称 所　　在　　地 指定年月日

滑石まごころクリニック岩永内科 長崎市滑石５丁目５番24号 令和６年７月１日

長崎県告示第446号

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第59条第１項の規定

による自立支援医療（精神通院医療）を担当させる指定自立支援医療機関（薬局）として次のとおり指定した。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

指定医療機関の名称 所　　在　　地 指定年月日

ビオラ薬局 長崎市新大工町３番18号１階 令和６年７月１日

なのはな薬局 佐世保市木宮町５-30 令和６年７月１日

松浦薬局 長崎市新大工町５-17 令和６年７月１日

しいの木薬局 佐世保市椎木町308-４ 令和６年８月１日

長崎県告示第447号

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第59条第１項の規定

による自立支援医療（精神通院医療）を担当させる指定自立支援医療機関（訪問看護）として次のとおり指定し

た。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

指定医療機関の名称 所　　在　　地 指定年月日

訪問看護ステーションかなめ 長崎市目覚町11-６新浦上ビル306号 令和６年８月１日

長崎県告示第448号

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第60条第１項の規定

による自立支援医療（精神通院医療）を担当させる指定自立支援医療機関（薬局）として次のとおり指定を更新

した。
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　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

指定医療機関の名称 所　　在　　地 更新年月日

あずま薬局 佐世保市栄町５－５ 令和６年８月１日

ほんまち薬局 雲仙市愛野町甲3873-５ 令和６年８月１日

ひとみ薬局　愛野店 雲仙市愛野町乙小無田下572-３ 令和６年８月１日

オレンジ薬局 佐世保市瀬戸越２-14-４ 令和６年８月１日

新港薬局 佐世保市塩浜町６－22　Ｓビル１階 令和６年８月１日

長崎県告示第449号

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第54条第２項に規定

する指定自立支援医療機関（精神通院医療）から同法第64条の規定により、次のとおり名称等の変更の届出が

あった。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

指定医療機関の名称 所　　在　　地 変更年月日

新 変更なし 長崎市矢上町６-10 小林ビル１階

令和６年５月18日

旧 アシスト訪問看護リハビリステーション 長崎市宿町729-１

長崎県告示第450号

　長崎県水産部関係補助金等交付要綱（平成19年長崎県告示第398号）の一部を次のように改正し、令和６年度

の予算に係る補助金等から適用する。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表（第２条関係）

　水産加工流通課関係

別表（第２条関係）

　水産加工流通課関係

補助金

の名称

交付の

目　的

補助事業の内容、

対象経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

補助金

の名称

交付の

目　的

補助事業の内容、

対象経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１～19　略 １～19　略

20 長崎県

大規模

輸出産

地モデ

ル形成

等支援

事業費

補助金

長崎県農水

産物等の輸

出 に お い

て、海外の

規制・ニー

ズに対応し

た生産・流

通体系への

転換を通じ

た輸出サプ

海 外 の 規 制・

ニーズ等の調査

等や規制・ニー

ズ等に対応した

生産・流通体系

の転換等に必要

な経費

定額 県内の

農林漁

業者の

組織す

る団体

等
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ライチェー

ンを構築す

る大規模輸

出産地のモ

デル形成等

への取組を

支援する。

長崎県告示第451号

　漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号）第112条の２第２項の規定による届出を審査した結果、次の加入区

について、同法第112条第１項の規定による同意があったものと認めた。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

加入区

　大瀬戸町加入区

長崎県告示第452号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のとおり開始する。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び島原振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

道路の種類及び路線名 供用開始の区間 供用開始年月日

一般県道

平石千々石線

雲仙市千々石町庚千々石温泉岳国有林116林班は小班から

雲仙市千々石町庚千々石温泉岳国有林116林班は１小班まで
令和６年８月９日

長崎県告示第453号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のとおり開始する。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び島原振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

道路の種類及び路線名 供用開始の区間 供用開始年月日

一般県道

平石千々石線

雲仙市千々石町庚千々石温泉岳国有林116林班は１小班から

雲仙市千々石町庚千々石温泉岳国有林116林班は１小班まで
令和６年８月９日

　　　有明海及び橘湾の再生に関する長崎県計画の変更（公告）

　有明海及び橘湾の再生に関する長崎県計画を変更したので、有明海及び八代海等を再生するための特別措置に

関する法律（平成14年法律第120号）第５条第８項の規定により準用する同条第７項の規定に基づき、次のとお

り公表する。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

　（「次のとおり」は省略し、その計画書を長崎県水産部漁政課に備え置いて縦覧に供する。）

　　　　公　　　　　告
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　　　土地改良区の役員の就退任（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、上有川土地改良区から次のとおり役員の就

退任の届出があった。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

就　　任　　役　　員

理　　　　事

退　　任　　役　　員

理　　　　事

氏　名 住　所 氏　名 住　所

荒　木　祥　司 南松浦郡新上五島町有川郷770-５ 荒　木　祥　司 南松浦郡新上五島町有川郷770-５

田　本　佳　史 南松浦郡新上五島町有川郷508 田　本　佳　史 南松浦郡新上五島町有川郷508

田　本　雅　史 南松浦郡新上五島町有川郷1778-２ 田　本　雅　史 南松浦郡新上五島町有川郷1778-２

古　川　広　見 南松浦郡新上五島町曽根郷700

原　　　知　也 南松浦郡新上五島町有川郷2256-１

就　　任　　役　　員

監　　　　事

退　　任　　役　　員

監　　　　事

寳　亀　正　浩 南松浦郡新上五島町丸尾郷672 江　口　榮一郎 南松浦郡新上五島町有川郷1151

宮　﨑　克　之 南松浦郡新上五島町奈良尾郷817-６

　　　県営土地改良事業計画変更の決定（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第88条第１項の規定に基づき、見岳地区県営水利施設等保全高度化事業　

畑地帯総合整備事業（畑地帯総合整備中山間地域型）事業計画を変更したので、同条第６項において準用する同

法第87条第５項の規定により公告し、土地改良事業計画書を次のとおり縦覧に供する。

　なお、この計画変更については、同法第88条第６項で準用する同法第87条第６項の規定に基づき、縦覧期間満

了の日の翌日から起算して15日以内に長崎県知事に審査請求をすることができる。

　また、この計画については、上記審査請求のほか、この計画が定められたことを知った日の翌日から起算して

６か月以内（上記審査請求をした場合は、この審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内）に、長崎県（知事が被告の代表者となる。）を被告として、この計画の取消しの訴えを提起する

ことができる。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

１　縦覧に供すべき書類の名称

　　県営土地改良事業計画書（第２回計画変更）

　　水利施設等保全高度化事業　畑地帯総合整備事業

　　（畑地帯総合整備中山間地域型）

　　（区画整理工種・農業用用排水施設工種）（見岳地区）

２　縦覧期間

　　令和６年８月９日から令和６年８月29日まで

３　縦覧場所

　　平　　日：南島原市役所農林水産部農村整備課（有家庁舎）

　　土日祝日：南島原市役所有家庁舎宿直室

　　　測量の実施（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第14条第１項の規定により、国土地理院長から基本測量（空中写真撮影）を
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次のとおり実施する旨の通知があった。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

基本測量実施の地域及び期間

地　　　　　域 期　　　間

松浦市
令和６年９月25日から

令和７年３月31日まで

　　　測量の実施（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第１項の規定により、長崎市長か

ら公共測量（MMSによる画像データ・レーザ点群データ計測）を次のとおり実施する旨の通知があった。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

公共測量実施の地域及び期間

地　　　　　域 期　　　間

長崎市 東町、平間町
令和６年７月26日から

令和６年12月13日まで

　　　測量の実施（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第１項の規定により、愛津原土地

改良区理事長から公共測量（愛津原地区確定測量業務）を次のとおり実施する旨の通知があった。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

公共測量実施の地域及び期間

地　　　　　域 期　　　間

雲仙市愛野町　愛津原地区
令和６年８月26日から

令和７年３月19日まで

　　　測量の終了（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第２項の規定により、県北振興局

長から公共測量（３級基準点測量）を次のとおり終了した旨の通知があった。

　　令和６年８月９日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

公共測量終了の地域及び終了日

地　　　　　域 終　了　日

西海市 西彼町 喰場郷 令和６年５月22日
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　　　県立学校職員（船員）採用選考試験の実施（公告）

　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第17条の規定により、令和７年度県立学校職員（船員）採用選考試験

を次のとおり実施する。

　　令和６年８月９日

� 長崎県教育委員会　　

� 教育長　前川　謙介　

　令和７年度長崎県公立学校に勤務する職員を募集します。

１　職　　種　　船員（甲板員、機関員）

　　　　　　　　※�福岡県・長崎県・山口県が共同運航する高等学校水産科の実習船に乗り組み、漁業実習時に

おける諸作業等に従事する。

２　募集人数及び出願資格

募集職種 募集人数 対象者及び資格

船
　
　
員

甲板員 １名

①昭和40年４月２日から平成19年４月１日までに生まれた者

②下記のいずれかに該当する者

　・�５級以上の海技士（航海）の免許を有する者、又は令和７年３月31日ま

でに当該免許を取得する見込みの者

　・�５級以上の海技士（航海）試験の筆記試験に合格している者

　・�船舶職員養成施設の課程を修了し５級以上の海技士（航海）試験の筆記

試験が免除される者、又は令和７年３月31日までに同養成施設の課程を

修了見込みで同試験の免除が見込まれる者

③地方公務員法第16条の各号の規定に該当しない者

④日本国籍を有する者

機関員 １名

①昭和40年４月２日から平成19年４月１日までに生まれた者

②下記のいずれかに該当する者

　・�５級以上の海技士（機関）の免許を有する者、又は令和７年３月31日ま

でに当該免許を取得する見込みの者

　・�５級以上の海技士（機関）試験の筆記試験に合格している者

　・�船舶職員養成施設の課程を修了し５級以上の海技士（機関）試験の筆記

試験が免除される者、又は令和７年３月31日までに同養成施設の課程を

修了見込みで同試験の免除が見込まれる者

③地方公務員法第16条の各号の規定に該当しない者

　　※出願資格を満たさないことが判明した場合は、受験資格及び採用を取り消す。

３　出願期間　　令和６年８月14日（水）～令和６年９月13日（金）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※当日消印有効、持参の場合は午後５時まで

４　出願手続

　　願書用紙の交付

　　�　令和６年８月７日（水）から長崎県教育庁高校教育課で交付する。また、長崎県教育庁高校教育課のホー

ムページからもダウンロードできる。

　　　【ＵＲＬ】　　https://www.pref.nagasaki.jp/section/edu-koko/

　　　　※�郵送希望者は、返信用封筒〔角形２号、返信先を記入し、宛名は「様」付け、120円切手貼付〕を添

えて下記へ申し込むこと。

　　　　〒850-8570　長崎市尾上町３－１　長崎県教育庁高校教育課　県立学校人事班

　　提出書類

①　願書
写真（縦４cm、横３cm）を貼付すること。

ダウンロードして印刷する場合は両面印刷すること。

②　最終学校の卒業証明書 証明書が旧姓の場合は、改姓を証明するものを添付すること。卒業証書は

　　　　教 育 長 公 告
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　　又は卒業見込証明書 不可。

③　返信用封筒（長形３号）

返信先を記入し、宛名は「様」付け、320円分の郵便切手を貼付すること。

※�合否結果通知書送付用の封筒となるので、10月下旬に確実に受け取れる

住所を記入すること。

④　資格等に関する証明書類

上記「２募集人数及び出願資格」の「対象者及び資格」②に定める資格等

に関するいずれかの証明書類を、＜別表＞「資格等に関する証明書類」を

参照のうえ提出すること。

　　＜別表＞資格等に関する証明書類

　　　ア　海技士免許取得者

採用職種 証明書類

船員（甲板員） ５級以上の海技士（航海）の海技免許状の写し

船員（機関員） ５級以上の海技士（機関）の海技免許状の写し

　　　イ　海技士免許未取得者

採用職種 証明書類

船員（甲板員）

・筆記試験合格者

　　…海技士（航海）筆記試験合格証明書の写し

・船舶職員養成施設の課程修了（見込）者

　　…船舶職員養成施設修了（見込）証明書

船員（機関員）

・筆記試験合格者

　　…海技士（機関）筆記試験合格証明書の写し

・船舶職員養成施設の課程修了（見込）者

　　…船舶職員養成施設修了（見込）証明書

５　願書等の提出先

　　長崎県教育庁高校教育課　県立学校人事班（長崎県庁行政棟７階）

　　〒850-8570　長崎市尾上町３－１　※郵送の場合は、必ず簡易書留とすること。

６　選考試験

　　試験日時　　　令和６年９月22日（日）　午前９時30分～

　　　　　　　　　　（午前９時開場）

　　試験会場　　　長崎県庁行政棟３階314会議室（長崎市尾上町３－１）

　　　　　　　　　　※ＪＲ・バス・路面電車…長崎駅前から徒歩約10分

　　　　　　　　　　※駐車場には限りがあるので、公共交通機関で来庁すること。

　　試験内容　　　①小論文　　②個人面接

　　合格者発表　　�令和６年10月25日（金）午前10時頃、高校教育課のホームページに合格者の受験番号を掲

載し、受験者全員に合否の通知書を発送する。なお、発表日時が変更となる場合は、ホー

ムページ上で連絡する。

７　採用予定時期　　令和７年４月１日

８　その他

　　○受験票は送付しません。受験番号等は試験当日、試験会場入口・受付で確認してください。

　　○試験当日は鉛筆・消しゴム等の筆記用具を準備してください。

　　○書類が不備なものについては受け付けられませんので、注意してください。

　　○不明な点は、長崎県教育庁高校教育課 県立学校人事班（TEL 095-894-3358）に尋ねてください。
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監査委員公表第４号

　令和６年３月21日付R05-21000-01236及びR05-21000-01248の監査結果に基づき、措置を講じた旨の通知があっ

たので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第14項の規定により、次のとおり公表する。

　　令和６年８月９日

� 長崎県監査委員　下田　芳之　

� 同　　　　砺山　祐実　

� 同　　　　大場　博文　

� 同　　　　堤　　典子　

　　　　監　査　委　員　公　表



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1070 ─

� R06-01090-01749　

� 令和６年５月29日　

　長崎県監査委員　下田　芳之　様

　長崎県監査委員　砺山　祐実　様

　長崎県監査委員　大場　博文　様

　長崎県監査委員　堤　　典子　様

� 長崎県知事　大石　賢吾　

� （ 公 印 省 略 ） 　　

令和５年度普通会計定期監査結果（後期）及び

行政監査の結果に係る措置について（通知）　

　令和６年３月21日付R05-21000-01236にて提出された監査結果に基づき、別紙のとおり措置を講じましたので

通知します。
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令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

１
地域

振興部

五島振興局

管理部

総務課

建設部

道路課

　一般国道384号外５線道

路清掃業務委託（路面清

掃）において、予定価格等

をランダム化により決定す

ることを告知していない。

　また、委託業務により生

じた産業廃棄物の処分につ

いて、県が排出事業者とし

て処理を行っていない。

　電子入札システムを使用する委託業務（建設関連業務

委託）は、入札執行通知書をシステムで作成する際、ラ

ンダム化について自動で標記されるようになっておりま

すが、今回の案件は電子入札システムを使用しない委託

業務（事務委託）だったため、入札執行通知書を作成す

る際にランダム化についての記載を失念したものです。

　電子入札システムを使用しない案件については、決裁

欄にランダム化について明記が必要か否かのチェック欄

を設け、決裁ラインにおいても複数人で確認できるよう

改め、再発防止に努めてまいります。

　また、路面清掃業務に係る廃棄物の取り扱いについて

は、道路維持課から通知が出ていたことを失念していた

ため発生したものです。今後は通知に従い適切に処理を

行ってまいります。

２
地域

振興部

五島振興局

上五島支所

総務課

　履行証明書の交付におい

て、事実の証明手数料を徴

していない。

　上五島支所管内県公舎建築物及び建築設備点検業務委

託において、受注者から契約保証金の免除を申請するた

めの履行証明書の交付を求められた際、誤って事実の証

明手数料を徴収することなく対応したものです。

　今後同様の事案が発生した場合は、履行証明書でなく

ても契約書と公金支出情報の写しで代用可能であること

を案内するとともに、適正な事務の執行に努めてまいり

ます。

３
地域

振興部

五島振興局

上五島支所

総務課

　灯油単価契約のFAX見積

において、見積執行通知書

に代表者印を押印すべきこ

となどを記載していない。

　灯油単価契約のFAX見積において、見積執行通知書に

「提出する見積書には代表者印を押印すること」との記

載を怠り、代表者印がなく会社印のみが押印された見積

書を有効として取り扱っていたものです。

　本指摘を受け、課員に対し、入札・契約事務マニュア

ルに沿った見積執行通知書を周知し、適正な作成を共有

いたしました。

　今後は、入札・契約事務マニュアルを十分確認し、決

裁時のチェックを徹底するなど、適正な事務処理に努め

てまいります。

４
地域

振興部

壱岐振興局

管理部

総務課

　消耗品等出納簿（切手）

において、帳簿と現物の残

数量が一致しておらず、物

品管理者及び出納員の確認

が不十分である。

　監査終了後直ちに使用状況と現物の残数を再確認し、

消耗品等出納簿を修正致しました。

　今後は、このようなことがないように物品管理規則を

遵守し、消耗品等出納簿については、物品管理者と出納

員の現物確認を徹底致します。

５
地域

振興部

対馬振興局

管理部

総務課

　消耗品の購入において、

無効な見積書を有効と取り

扱っている。

　FAXによる見積合わせを行った際、法人印のみで代表

者印が無いことを見落とし決定としたものです。

　予備監査終了後の令和５年９月に班内で関係規程を確

認し共有しました。

　今後同様の誤りが無いよう十分に注意し事務の遂行に

努めてまいります。
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令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

６
福祉

保健部

五島振興局

上五島支所

保健部

企画保健課

　新型コロナウイルス感染

症宿泊療養者等移送業務委

託において、支払金額が過

大となっている。

　また、業務時間外分の支

払条件の定めが不明確であ

る。

　さらに、積算根拠が不十

分である。

　加えて、契約書に仕様書

を添付しておらず、契約内

容が不明確である。

　本事案は、契約相手方が従事した時間外勤務におい

て、本来は１か月分の累計時間を基に算出すべきものを

従事日毎に算出していたため、支払金額が過大となった

ものです。また、土日搬送における算出根拠が契約書上

不明瞭となっておりました。

　なお、過払い分については、契約相手方へ返還を求

め、令和６年３月12日に納付が完了しています。

　今後、同様の委託契約の履行にあたっては、実態に即

して確実な手続きを行うよう、入札・契約事務マニュア

ルに基づき適正な執行に努めてまいります。

７
福祉

保健部
西彼福祉事務所

　債務者の住所等の現況確

認を行っていない。

　また、確実な時効更新措

置が講じられていない。

　加えて、収入未済額に比

べて少額の分納が続いてい

ることから、分納額の増額

を働きかけるなど、早期の

回収等に努めるべきであ

る。

　債務者の住所等の現況確認を行い、状況に変動は生じ

ていないことを確認しました。

　また、時効の更新につきましては、平成21年３月に本

庁こども家庭課が顧問弁護士に相談した事例において、

「口頭等で独立した債権の全体額を説明し、債権の全体

額を承知した上で、どれか一つの債権に対して納入すれ

ば、債権が独立したものであっても、全ての債権の時効

が中断していると捉えて構わない」との助言を受けてお

り、本事例についてもこの助言に基づき催告・納入状況

等を確認した結果、「全体額を承知したうえでの納入と

判断しても問題ない」との回答を受けており、平成８年

度分債権に対して分割納入が継続されていることから、

平成８年度～平成14年度の債権全体に対して時効更新さ

れているものと認識しています。

　当該案件は、債務者の金銭管理者である実姉を介して

債権回収を行っていますが、円滑な債権回収に困難を来

している事案であり、債権管理室への業務移管の手続き

を進めています。

８
福祉

保健部

佐世保こども・

女性・障害者支

援センター

　庁舎清掃業務委託におい

て、再委託の承認がされて

いない。

　庁舎清掃業務委託における貯水槽の点検・整備につい

て、県の承諾を得ずに受託業者以外の業者が水質検査を

実施していたものです。

　今後、業務を委託する業者に対し、再委託を行う場合

には、事前に県の承諾を得る旨について周知を徹底し、

再委託の有無を確認します。

　なお、令和５年５月に新庁舎へ移転したため、現在貯

水槽はありませんが、今後、委託業務に関しては、再委

託の周知・確認を徹底する等、適正な処理を行います。
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令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

９
福祉

保健部

こども医療福祉

センター

　障害福祉使用料におい

て、時効更新措置がとられ

ずに時効期間が経過してい

るものがある。

　ご指摘がありました債権については、関係課にも相談

しながら徴収を進め、令和元年度に現地訪問（離島）に

よる督促にて一部収納があったものの、以降は相手方と

連絡が途絶え、継続して接触を試みましたが、その機会

が得られないまま時効の期限が到来したものです。

　電話・文書による督促通知は行っていましたが、簡易

裁判所へ支払督促の申立てを行い、時効を更新するとい

う手段については、把握しておりませんでした。

　今後は同様の案件が発生した場合には、関係課への債

権移管も視野に入れて未収金対策を行っていきます。

　なお、ご指摘がありました債権については、令和６年

３月29日付で不納欠損処理を行いました。

10
こども

政策局
開成学園

　プール濾過器保守点検業

務において、一部業務が実

施されなかったにもかかわ

らず、減額変更契約が行わ

れていない。

　実績報告書の確認が不十分だったため、変更契約を締

結していなかったものです。未実施分については委託業

者と協議し、令和５年12月に返納処理を行いました。

　今後は、業務の履行状況を適切に確認したうえで、必

要に応じて変更契約を行うなど、適正な事務処理を行い

ます。

11
こども

政策局
開成学園

　産業廃棄物収集・運搬及

び処分業務２件において、

仕様書を作成していない。

　また、予定額積算におい

て、産業廃棄物税相当額が

含まれていることが不明確

である。

　業者には口頭で説明を行っていたため、仕様書を作成

していなかったものです。今後は契約内容を明確にする

ため仕様書を作成するとともに、予定価格の積算資料の

中に産業廃棄物税相当額の欄を設け、計上されているこ

とが明確になるように改善します。

12
こども

政策局
開成学園

　燃料購入契約において、

FAX見積が同価の場合のく

じによる契約相手の決定手

順を誤っている。

　ＦＡＸ見積において最低見積価格が同価だった場合の

契約相手の決定手順について認識が誤っていたもので

す。再発防止のため、決裁文書にくじによる決定方法が

記載されたマニュアルを添付し、決定方法に誤りがない

か確認を徹底します。

13
こども

政策局
開成学園

　消防設備（非常用電源装

置）改修外１件において、

見積書を徴取していない。

　一者見積もりのため、参考見積書とは別に見積書を再

度徴取する必要がないと考えていたものです。今後は財

務規則等に基づき適正な事務処理に努めてまいります。

14
こども

政策局
開成学園

　給食材料単価契約におい

て、仕様書を作成しておら

ず契約内容が不明確となっ

ている。

　また、年度予算成立前に

見積執行通知を行ってい

る。

　さらに、履行期間初日以

降に承諾書を徴している。

　見積書様式に規格を記載していたため、仕様書を作成

していなかったものです。今後、契約内容を明確にする

ため令和６年度契約分からは仕様書を作成します。ま

た、新年度予算が成立したことを確認するため定例県議

会スケジュール及び議決通知を添付し、議決日を確認の

うえ見積執行通知を発出するとともに、履行期間初日以

前に承諾書を徴取します。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1074 ─

令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

15
産業

労働部

長崎高等技術専

門校

　学生寮のベッドマット交

換において、産業廃棄物処

分許可を有していない納入

業者に不用となった既存の

ベッドマットの処分を依頼

している。

　学生寮から排出される廃棄物について、一般廃棄物と

誤認したことにより発生した案件です。産業廃棄物とし

ての処理の必要性を認識し、令和５年12月からは産業廃

棄物処理業者に委託して処理を行いました。今後、産業

廃棄物としての処理の必要性を組織内で共有し、再発防

止に取り組みます。

16
産業

労働部

長崎高等技術専

門校

　前回指導したにもかかわ

らず、消耗品等出納簿（現

金領収書）において、使用

していない月の残数の記載

がなく、物品管理者及び出

納員による確認、押印がな

されていない。

　また、消耗品等出納簿

（切手・Ｒ５年度）におい

て、物品管理者及び出納員

による確認、押印がなされ

ていない。

　前回の指導内容について組織内での共有が不十分で

あったため、今回同様の指摘を受けたものです。

　指摘を受けた後、これまで消耗品ごとに別冊で管理し

ていた出納簿を１冊にまとめ、全消耗品を一括管理する

よう改めました。今後も組織全体で物品取扱規則等を再

認識し、適正な物品管理事務に努めます。

17
産業

労働部

佐世保高等技術

専門校

　公金支出情報システムに

おいて、個人名を表示して

いるものがある。

　指摘を受けた後直ちに会計課財務システム班に要請

し、令和５年11月14日に是正しています。なおその後

は、確認体制を強化して再発防止に努めています。

18 水産部

県央振興局

建設部

管理課

　有喜漁港海岸環境整備施

設管理委託外１件におい

て、再委託の承認が不十分

である。

　再委託承認は行っておりましたが一部の業務に関し、

再委託承認時に申請・承認書共に記載が漏れていたもの

です。今年度については市へ指導し、追認を行いまし

た。

　今後は市との契約時に十分かつ綿密な協議を行い、再

発防止に努めてまいります。

19 水産部

五島振興局

農林水産部

水産課

　出漁負担軽減対策事業費

補助金において、補助対象

経費としていない消費税及

び地方消費税を含めて交付

決定している。

　補助対象外となる消費税及び地方消費税分について

は、令和５年11月に返還手続きを行いました。今後は補

助対象経費として認められる経費であるか十分注意した

うえで確認し、処理を行ってまいります。

20 水産部

壱岐振興局

農林水産部

水産課

　前回、局内他課の監査で

指導したにもかかわらず、

証紙収入実績簿において、

実績がある月の月計及び累

計を記載していない。

　前回の局内他課の監査結果における指摘・指導事項に

ついて、局内で共有されていたにも関わらず、その内容

に対する認識が不十分であったため発生した案件です。

　監査終了後、直ちに規則に基づく様式により、実績の

ある月の月計及び累計を記載し、是正しました。

　今後は、証紙条例及び施行規則を遵守し、月計及び累

計の記載の徹底を図ってまいります。

　また、局総務課から監査結果を共有するため、局部課

長会等を通じて各所属へ周知し、併せて、総務課長から

監査報告事項に関する文書通知を局内向けへ発出し、共

通事務を行う担当者への情報共有を行い、再発防止に努

めてまいります。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報
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令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

21 水産部

対馬振興局

建設部

管理課

　対馬地区海岸漂着物等地

域対策推進業務委託２件に

おいて、必要な資格を有す

る他業者がいるにもかかわ

らず、一者随意契約を行っ

ている。

　また、うち１件におい

て、変更契約書に県側の公

印が押印されていない。

　必要な資格を有する業者が一者だけと誤認していたた

め、発生した案件です。今後は資格を有する者が複数い

ないかの確認を確実に行い、適正な事務処理に努めてま

いります。なお、令和４年度に資格を有していた２者の

うち１者の代表者が令和５年度に亡くなったため、当該

業者に廃業予定である旨の聞き取りを行い、令和５年度

においては必要な資格を有する業者１者と随意契約を行

いました。

　また、変更契約書への公印の押印漏れについては、変

更契約書に振興局長印を押印する際に、割印はしたもの

の契約印の押印を漏らしていたものです。担当する経理

班職員に対し事例を踏まえた周知と注意喚起を行いまし

た。今後は、財務規則等に基づき適正な事務処理に努め

てまいります。

22 農林部

県央振興局

農林部

農業企画課

　狩猟免許申請において、

個人番号が記載された文書

を保管している。

　狩猟免許申請の添付書類として申請者から誤って個人

番号が記載された住民票（写）が提出され、県において

これに気付かず受付・保管していたところ、これが法律

で制限される特定個人情報（個人番号）の収集・保管に

あたるとして指摘を受けたものであります。

　保管していた個人番号が記載された住民票（写）は、

住所確認のために添付されたものであるため、個人番号

が明らかに読み取れないよう黒く塗りつぶしたうえで複

写保管し、原本は廃棄処分しました。

　所管課である農山村振興課が発出する狩猟免許試験の

お知らせなどに住民票の写しは個人番号が記載されてい

ないものに限る旨を明記して申請者へ周知するととも

に、申請受付の際のチェックリストに個人番号の記載が

ないことを確認する項目を追加して再発防止に努めてま

いります。

23 農林部

農林技術開発セ

ンター

管理部門

　公用車の処分が遅延して

おり、自賠責保険及び自動

車重量税の還付手続きを

行っていない。

　令和３年度（令和４年３月）に事故を起こした公用車

にかかる不用決定・一時抹消登録・鉄くず売却・永久抹

消登録などの処分手続きが遅延した結果、還付を受けら

れる期限を過ぎてしまったことから指摘を受けたもので

あります。

　指摘を踏まえ、公用車の処分に係る還付手続きについ

て所属内で改めて認識するとともに、今後は処理状況の

進捗管理を複数人で行い、還付に必要な手続きを速やか

に行ってまいります。
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令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

24 農林部

農林技術開発セ

ンター

環境研究部門

　病害虫発生調査業務にお

いて、調査実績が委託契約

額の積算基礎として想定し

ていた回数を満たしていな

いにもかかわらず、精算が

なされていないものがあ

る。

　また、受託者が提出する

報告書の記載に不足があ

る。

　ＪＡと契約締結している「病害虫発生調査業務委託契

約」において、毎月２回の実績報告（病害虫調査）、毎

月５日毎の報告（トラップ調査）、毎週１回の報告（予

察灯）のいずれかの実績報告に基づき支払うべきとこ

ろ、調査実績が積算基礎としていた調査回数を満たして

いないにもかかわらず精算をしていなかったことや、調

査報告書に記載する病害虫防除指導実績の一部に記載漏

れがあり、報告書の記載に不足があったことから、指摘

を受けたものであります。

　令和５年度の出納局検査においても同様の指摘を受

け、令和５年度契約から精算処理をするよう契約を変更

し、適正に支出するようにしております。

　また、調査報告書の記載に不足が生じないよう今後は

複数人で確認を行うとともに、積算基礎に用いる調査時

期と実施要領とに齟齬がないよう確認し、適切に事務手

続きを行ってまいります。

25 農林部

農林技術開発セ

ンター

果樹・茶研究部

門

　浄化槽維持管理業務委託

において、再委託の承認が

されていない。

　当該委託業務のうち水質分析について、委託業者では

分析不可能な項目について検査機関へ分析を依頼し、計

量証明書を報告書に添付していますが、契約書に定めた

書面によらず再委託していたことから、指摘を受けたも

のであります。

　今回の指摘を踏まえ、令和５年度契約においては、令

和６年２月に委託業者から再委託承諾申請を受理し、承

諾しております。

　なお、今後は、委託業者から再委託の申出があれば、

すみやかに再委託の承諾申請を徴し、審査のうえ承諾の

手続きを行うとともに、契約内容及び報告書の精査・確

認を徹底し、適切な業務管理に努めてまいります。

26 農林部

農林技術開発セ

ンター

畜産研究部門

　牛乳の委託販売にかかる

販売手数料について、請求

内容の確認が不十分であ

る。

　牛乳の委託販売契約において、販売にかかる経費を県

が負担する旨約定していますが、精算書の異なる項目欄

に記載し請求されていた経費について確認が不足してい

たことから、指摘を受けたものであります。

　今後は、毎月の精算時に経費の内容を事業担当、経理

担当、決裁者がそれぞれ精査するなど、複数人での確認

を実施し、適切に処理してまいります。

27 農林部 農業大学校

　長年、自動販売機電気使

用料の積算を誤り、設置業

者に対し過少請求してい

る。

　本校及び畜産学科に設置されている自動販売機の電気

使用料について、設置業者へ請求している電気使用料の

算出方法を誤り、過少請求していると指摘を受けたもの

であります（令和４年度▲9,685円）。

　今年度は年度当初より行政財産目的外使用許可事務取

扱要領に基づき、適正な電気使用料を算出のうえ、設置

業者へ請求しております。

　今後は、事務処理にかかる根拠確認の徹底、課内での

チェック体制の強化を図り、適正な事務処理に務めてま

いります。
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28 土木部

県央振興局

建設部

管理課

　有喜漁港海岸環境整備施

設管理委託外１件におい

て、再委託の承認が不十分

である。

　再委託承認は行っておりましたが一部の業務に関し、

再委託承認時に申請・承認書共に記載が漏れていたもの

です。今年度については市へ指導し、追認を行いまし

た。

　今後は市との契約時に十分かつ綿密な協議を行い、再

発防止に努めてまいります。

29 土木部

県央振興局

建設部

道路第一課

　橋梁補修事業等における

負担金について、調定が遅

延している。

　令和５年度については、今回の指摘を受け、負担金に

係る調定を速やかに発議しました。今後は、予算受け入

れがわかった時点で速やかに、負担金に係る調定の手続

きを実施します。

30 土木部

五島振興局

管理部

総務課

建設部

道路課

　一般国道384号外５線道

路清掃業務委託（路面清

掃）において、予定価格等

をランダム化により決定す

ることを告知していない。

　また、委託業務により生

じた産業廃棄物の処分につ

いて、県が排出事業者とし

て処理を行っていない。

　電子入札システムを使用する委託業務（建設関連業務

委託）は、入札執行通知書をシステムで作成する際、ラ

ンダム化について自動で表記されるようになっておりま

すが、今回の案件は電子入札システムを使用しない委託

業務（事務委託）だったため、入札執行通知書を作成す

る際にランダム化についての記載を失念したものです。

　電子入札システムを使用しない案件については、決裁

欄にランダム化について明記が必要か否かのチェック欄

を設け、決裁ラインにおいても複数人で確認できるよう

改め、再発防止に努めてまいります。

　また、路面清掃業務に係る廃棄物の取り扱いについて

は、道路維持課から通知が出ていたことを失念していた

ため発生したものです。今後は通知に従い適切に処理を

行ってまいります。

31 土木部

五島振興局

建設部

道路課

　管内道路監視業務委託に

おいて、受託した業者が従

来の受託業者と同一である

にもかかわらず、引継期間

に係る経費を減額変更して

いない。

　道路維持課からの通知が出ていたことを失念してお

り、今後の発注に際しては、通知に従い適切に処理を行

います。

32 土木部

五島振興局

建設部

福江空港管理事

務所

　福江空港化学消防車タイ

ヤ交換業務において、不用

となったタイヤの処分を産

業廃棄物処分許可を有して

いない納入業者に依頼して

いる。

　タイヤ交換業務においては、相手方が廃タイヤを無償

で引き取る場合を除き、県が廃タイヤの排出事業者とし

て、産業廃棄物処分許可業者と契約すべきであることを

正しく認識していなかったものであります。

　今後は、産業廃棄物処分に関する法令等を遵守し、適

正な事務処理に努めます。
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33 土木部

対馬振興局

建設部

管理課

　対馬地区海岸漂着物等地

域対策推進業務委託２件に

おいて、必要な資格を有す

る他業者がいるにもかかわ

らず、一者随意契約を行っ

ている。

　また、うち１件におい

て、変更契約書に県側の公

印が押印されていない。

　必要な資格を有する業者が一者だけと誤認していたた

め、発生した案件です。今後は資格を有する者が複数い

ないかの確認を確実に行い、適正な事務処理に努めてま

いります。なお、令和４年度に資格を有していた２者の

うち１者の代表者が令和５年度に亡くなったため、当該

業者に廃業予定である旨の聞き取りを行い、令和５年度

においては必要な資格を有する業者１者と随意契約を行

いました。

　また、変更契約書への公印の押印漏れについては、変

更契約書に振興局長印を押印する際に、割印はしたもの

の契約印の押印を漏らしていたものです。担当する経理

班職員に対し事例を踏まえた周知と注意喚起を行いまし

た。今後は、財務規則等に基づき適正な事務処理に努め

てまいります。

34 土木部

対馬振興局

建設部

管理課

　竹敷港環境整備施設管理

委託において、再委託の承

認がされていない。

　対馬市が業者に発注している浄化槽管理業務等につい

て、再委託の承認の対象ではないと誤認していたため、

発生した案件です。令和５年度においては、公衆トイレ

管理業務については令和５年４月７日付け、浄化槽維持

管理業務については令和５年４月18日付け、除草作業に

ついては令和５年５月12日付けで再委託の承認を行いま

した。

35 土木部

対馬振興局

建設部

道路課

　一般国道382号外３線道

路維持工事（トンネル非常

用設備点検業務委託）にお

いて、契約が遅延してい

る。

　また、点検期間が適切で

ない。

　例年４回／年を基本として点検する当業務において、

令和４年度は、起工が遅れたため７月の契約となった案

件です。

　令和５年度は６月に契約・点検を行いました。今後

も、年度当初に起工を行い、年間の点検間隔を平準化す

るよう努めてまいります。

36 土木部
石木ダム建設事

務所

　石木ダム仮設水道点検業

務委託において、再委託の

承認がされていない。

　同種業務については、再委託の確認を行うなど改善措

置を講じました。今後は確実に手続きを行ってまいりま

す。

37 土木部
石木ダム建設事

務所

　トランシーバー外３点の

処分において、産業廃棄物

として処分すべきものを一

般廃棄物として処分してい

る。

　今後、不用物品が生じた場合は、産業廃棄物に該当す

るかどうかを確認したうえで、関係法令、処分方法、処

分業者等を確認し、適切に処分することといたします。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1079 ─

令和５年度行政監査結果に係る措置（様式２－３）

番号 部局名 課名 監査の結果 講じた措置

１ 総務部 管財課 意見

　機関単位の縦割りではな

く、３機関で連携した相互

利用の仕組み等を検討し、

公舎のより一層の有効活用

を図られたい。

　これまでも相互利用は行ってきましたが、より一層

の有効活用を図るため、令和６年度から３機関での協

議を開始したところであり、引き続き、公舎の相互利

用の拡大について検討してまいります。

２ 総務部 管財課 意見

　長崎地区のみで実施して

いる公舎維持管理業務の一

括外注について、対象地域

の拡大や３機関まとめての

一括外注などを検討し、職

員の負担軽減及び維持管理

費用の縮減を図られたい。

　令和６年度から３機関での協議を開始したところで

あり、各機関の公舎の現状を踏まえ、業者の対応可能

性や費用対効果、効率的な運用方法などについて検討

してまいります。

３ 総務部 管財課 意見

　引き続き公舎の現状把握

に努め、必要な修繕や設備

更新などについて適切な対

応を行い、住環境の改善に

努められたい。

　引き続き、計画的な設備改修や必要な修繕には適切

に対応するなど、住環境の改善に努めてまいります。

４ 総務部 管財課 意見

　分掌管理している各地方

機関及び各学校に対して、

旧公舎の適正な管理を徹底

されたい。

　用途廃止後の旧公舎については、速やかに処分方法

を決定することとし、処分までの間は適切な管理に努

めるよう、分掌管理している各地方機関及び学校に対

し監査結果を通知し、要請を行いました。

５ 総務部 管財課 意見

　基本方針等に基づき、必

要性が低下し、今後も有効

な利用が見込めない公舎に

ついては、速やかに用途廃

止、売却等の方針決定を行

い、計画的に処分を進めら

れたい。

　基本方針等に基づき、有効活用の見込みがない公舎

については、相互利用拡大等を実施しながら公舎の集

約化を図るなど、計画的な処分について検討してまい

ります。

６
文化観光

国際部

スポーツ振

興課
指摘

　旧独身寮を民間企業へ居

住用として貸し付けるにあ

たり、消費税等相当額を加

算した貸付料を徴収してい

る。

　誤徴収した貸付料は、貸付先に還付しました。今

後、同様の事案が生じないよう、職員相互による

チェックや、関係規則等に沿った適正な事務処理に努

めてまいります。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1080 ─

� R06-40060-01531　

� 令和６年６月３日　

　長崎県監査委員　下田　芳之　様

　長崎県監査委員　砺山　祐実　様

　長崎県監査委員　大場　博文　様

　長崎県監査委員　堤　　典子　様

� 長崎県教育委員会教育長　前川　謙介　

� （ 公 印 省 略 ） 　　　　　

令和５年度普通会計定期監査（後期）及び

行政監査の結果に係る措置について（通知）

　令和６年３月21日付R05-21000-01236にて提出された監査結果に基づき、別紙のとおり措置を講じたので通知

します。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1081 ─

令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

１ 教育庁 長崎図書館

　郷土資料デジタルアーカ

イブシステム構築等業務委

託で購入された備品の組入

れがなされていない。

　委託業務で取得した物品について、備品に該当すれば

組入れにより備品として管理するところですが、組入れ

についての認識が不足していたことにより生じたもので

す。

　指摘を受けて当該備品の組入れ処理を行いました。

　今後は、同様の事案が生じないよう所属内において共

有するとともに、物品取扱規則に基づき適正な事務処理

に努めてまいります。

２ 教育庁 長崎東高等学校

　エレベーター保守・点検

業務委託において、契約で

定めた点検を行っているか

確認できず、履行確認が不

十分である。

　本校設置のエレベーターについて、毎月１回の定期点

検及び年１回の機器総合点検を行っていますが、提出さ

れた報告書の中で点検結果が確認できない項目がありま

した。

　本業務は、委託業者が点検日当日に口頭により不具合

等の有無について報告し、後日報告書として提出する流

れとなっていますが、口頭の段階で異常がなかったこと

で安心してしまい書面で詳細なチェックが行き届かずに

いました。点検は行われていたものの、報告書の一部に

記載漏れがあったことについて、発注側としての確認を

十分に行っていませんでした。

　これまで報告書を毎月の支払請求書と合わせて支出証

拠書類に綴じていましたが、点検が必要な時期が「例

月」「年１度」等複数項目があるものについて経緯を追

いながらチェックできるようにするために、今年度より

報告書を別綴じとし年間の推移と報告内容の確認が容易

にできるよう改めました。

　今後は、報告書チェックの流れを改めたことにより、

複数での確認を徹底し、校内設備の安全な運用を進めて

いくものとします。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1082 ─

令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

３ 教育庁 長崎北高等学校

　旧式見高等学校体育館の

使用許可において、明確な

根拠無く光熱水費を徴収し

ていない。

　平成19年度末をもって長崎式見高校が閉校し、平成20

年度から本校が旧長崎式見高校の施設及び校地を管理す

ることとなったが、体育館を施設開放する際に光熱水費

を徴収していませんでした。

　旧長崎式見高校体育館は、本校が管理することとなっ

た平成20年度当初からは本校の部活動で使用していまし

たが、その後外部団体に貸し出すようになり、平成24年

度には旧長崎南商業高校体育館に設置されていたボルダ

リング設備が移設され、平成26年長崎国体における競技

力向上対策として県山岳連盟に貸し出し、練習拠点とさ

れ、長崎国体終了後も継続して使用許可していたという

経緯があります。

　ただ、光熱水費を徴収しなかった理由について、当時

の資料等に記録がなく、関係者から聞き取り調査を行い

ましたが、判明しませんでした。

　現在、旧長崎式見高校の施設は老朽化が著しく、令和

５年度から体育館を含む全ての建物の使用を取りやめ、

施設開放していないところではありますが、今回の指摘

を受けて、関係法令等を確認し、光熱水費の取扱いには

慎重を期す等、改めて職員間で共通認識を図りました。

　今後、学校施設開放の事務手続きにおいては、より厳

密な確認作業を行い、法令等との照合を徹底するととも

に、担当者間の引き継ぎの際には遺漏のないよう努めま

す。

４ 教育庁 上対馬高等学校

　自家用電気工作物保安管

理業務について、一者随意

契約の理由が不適切であ

る。

　自家用電気工作物保安管理業務について、九州電気保

安協会を相手方とした１者随意契約を締結していました

が、近隣の公共施設において別の業者と契約している事

例があるため、１者随意契約とせず複数の業者で競争す

るべきであったとの指摘を受けました。

　上対馬地区における自家用電気工作物の保安管理業務

については、従来より九州電気保安協会の１者しか対応

できないとの認識を持ち続け、近隣の状況を確認せず

に、前例踏襲により事務処理を行ったことが大きな誤り

でした。

　今回、監査事務局からの情報提供を受け、九州電気保

安協会以外の業者に保安管理業務が実施可能であるかを

確認したところ可能との回答であったため、次回契約時

は複数の業者で競争する必要があることを事務室で情報

共有するとともに、現在の契約書に競争可能であること

をメモし、業者名や電話番号を貼り付け、担当者が変更

となった場合でも適正に対応できるような措置を講じま

した。

　今後は、前例踏襲による事務処理を安易に行うのでは

なく、複数の業者による対応が可能か否かなどについて

事務室内で十分に検討した上で事務処理を行います。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1083 ─

令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

５ 教育庁 五島高等学校

　第一種特定製品定期点検

業務委託において、予定価

格を超えて見積決定してい

る。

　業務用の大型エアコンや冷凍庫等の第一種特定製品定

期点検業務委託について、業者へ委託してフロンガスの

漏えいがないか調査するため、２者から参考見積を徴取

し、うち安価な方で予定価格を算定及び本見積を行いま

した。同２者による本見積では、１者（予定価格として

採用していた業者）が辞退し、もう１者が予定価格を超

えて見積りをしたにもかかわらず、そのまま後者を決定

業者としました。

　本来であれば、「不落」とし、再度施行内容を見直す

等行うべきところ、事務長はじめ室員による確認不足に

より決定としてしまいました。

　このため、監査後、直接の担当者については、今自分

が持っている知識と経験を最大限活用し、ベストの状態

で回覧に付すという自覚を再確認し、また、事務長およ

び校長についても、自分は最後のチェック者であるとい

う自覚を改めて確認し、同様のミスを起こさないよう、

事務室全体で問題点の認識共有を行いました。

　今後は、室員による施行伺との突き合わせを徹底する

など最善のチェックを行い、適正な事務処理の遂行に努

めます。

６ 教育庁 西彼杵高等学校

　自家用電気工作物保安管

理業務委託において、変更

契約伺は決裁されているも

のの、変更契約締結が遅延

している。

　受変電設備（キュービクル）の更新を行ったことに伴

い、設備容量が変更（仕様変更）となったため、年度中

途の令和４年４月末に自家用電気工作物保安管理業務委

託契約の一部変更を行うこととなりました。その変更契

約手続きにおいて、変更契約伺の決裁は令和４年４月末

になされていましたが、書面での契約書締結が令和４年

９月末となっていたものである。

　変更契約伺が決裁された後、すぐに変更契約書締結の

事務処理をすべきでしたが、他の事務処理を優先してし

まい、そのまま事務処理を失念してしまったことが原因

でした。一連の手続きの中で、作業の進捗状況等を複数

人でチェックする体制がとれていれば防げたことである

と考えます。

　このため、契約事務チェックリスト等を活用して進捗

状況の確認を行う等、業務の進行管理を複数人で十分に

行っていくこと、また、規則等に基づいた正確な手続き

を行えるよう係員間の相互チェックの徹底を行っていく

こととしました。

　今後は、懸案事項については、事案の大小に関わら

ず、情報共有することとし、担当判断のみで処理を進め

ないよう機会あるごとに意識付けを行うとともに、情報

共有の手段として、スケジューラーに締切りを入力して

複数人で確認・管理する等、業務の見える化を進めるこ

とで、業務の進捗管理を図っていきます。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1084 ─

令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

７ 教育庁
長崎工業高等学

校

　物品の処分において、不

用決定決議を行わないまま

棄却処分している。

　また、点検・照合の結果

について、物品管理者への

報告が不十分である。

　ノートパソコン３台について、不用決定決議を行うこ

となく廃棄していました。

　令和３年度の配置物品点検時に、点検担当教諭から

ノートパソコンの廃棄希望が報告されていたが、不用決

定決議を失念したまま他の不用決定決議済みのノートパ

ソコンとともに処分してしまっていました。

　令和４年度の配置物品点検報告時に、点検担当教諭か

ら、事務担当者に対し同ノートパソコンについては令和

３年度に処分済みであると報告されたにもかかわらず、

不用決定決議を行った書類がなかったことから、事務担

当者はパソコンがあるものと誤認し、物品の再点検を求

める一方で、物品管理者に対しては、担当教諭から令和

３年度に処分済みである旨の報告を受けたことを報告し

ていませんでした。

　令和３年度の廃棄希望品260点のうち、パソコンにつ

いては100点ほどあり、廃棄処理数が非常に多いことか

ら、「必ず漏れがある」との認識を持って、複数の職員

でチェックするとともに、点検担当教諭に対しては、不

用決定決議が終了するまでの間は、廃棄用パソコン集積

場所へ移動しないようにする旨を連絡すべきでした。

　今回、令和５年度の配置物品点検時において、改めて

点検担当教諭に事情を聴取したところ、既に処分済みで

あることが判明しましたが、不用決定決議及び物品管理

システムともに日付を遡っての処理ができないため、や

むを得ず、当該年度に不用決定決議を行う措置を講じま

した。

　今後は、不用決定決議と配置物品点検報告との照合に

ついては複数の職員で行うとともに、点検担当教諭に対

しては、不用決定決議が終了するまで物品を移動しない

ように連絡を徹底します。また、点検結果報告について

も、担当教諭から報告された点検結果を物品管理者に報

告した後に、点検結果で生じた疑問点について対応する

こととします。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1085 ─

令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

８ 教育庁
佐世保工業高等

学校

　浄化槽解体に伴う浄化槽

汚泥引抜及び清掃業務にお

いて、契約期間の延長契約

を行っているが、履行保証

保険の期間変更をさせてい

ない。

　また、免除要件を満たさ

ない契約実績で入札保証金

を免除している。

　浄化槽改築工事に遅れが生じ、当初契約期間では既存

浄化槽の汚泥引抜及び清掃業務を行うことが困難である

ことから、契約期間の変更契約を行いましたが、その際

履行保証保険の契約期間を変更させることを失念してい

ました。

　また、入札保証金については、住宅供給公社が県営住

宅の指定管理者をしている分の契約を県との契約として

位置付け免除していたが、公社等は「国又は地方公共団

体」に含まれないものでした。

　入札保証金免除や契約期間変更に必要となる事務手続

の理解不足、相互チェック体制が不足していたことが原

因と考えています。

　そのため、今回指摘事項となった原因を事務室内で共

通理解し、相互チェック体制の強化を図ることとしまし

た。

　今後、同様の誤りがないよう通知やマニュアルなどを

十分に確認・理解し、校内のチェック体制を強化してい

きます。

９ 教育庁
大村工業高等学

校

　外壁調査業務委託におい

て、予定額（設計額）の積

算が誤っている。

　外壁打診調査において、高さが11ｍの建物で18ｍ級の

高所作業車を使用しているが、12ｍ級で積算すべきとこ

ろを18ｍ級で積算しており、さらに外壁打診調査の面積

に赤外線調査の面積も含めており、その部分について、

二重に積算を行っていました。

　建物の高さは11ｍでしたが、高所作業車が入りにくい

場所があり、18ｍ級だと対応できると考え積算しました

が、指摘を受け、建物の高さに応じ適切な高所作業車の

クラスを選定することを確認し職員全員でチェックする

ことを確認しました。

　今後は、担当者任せにせず、職員全員での相互チェッ

ク体制を強化するともに、余裕をもって業務を実施して

いくことを事務室内で共有していきます。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1086 ─

令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

10 教育庁
諫早商業高等学

校

　外壁打診調査業務委託に

おいて、予定額（設計額）

の積算が誤っている。

　高所作業車は建物の高さによって、単価を設定される

が、教室棟①・②、職員公舎の積算について、一律に18

ｍの高さの高所作業車で積算を行っていること、また、

高所作業車を必要としない箇所は、人員が削減されるの

ではないかと指摘を受けました。

　高所作業車の選定については、建物の高さに応じた高

所作業車の選定をすべきであったことに加え、高所作業

車を要しない箇所の調査において、人員数・日数が多く

積算されていることについては、別の調査方法を用いる

必要があり、結果として積算の内容が変わってくるとい

う点を見落としていました。

　そのため、事務室職員全員で今回の指摘事項となった

原因について共通理解を図るとともに事務室内のチェッ

ク機能を強化するため、個人ではなくチームで仕事をす

る意識をもって相互チェックをすることを再確認しまし

た。

　今後は、予定額（設計額）の算定を行う際は、誤りが

ないよう事務室全体で資料を十分に精査していきます。

11 教育庁
長崎鶴洋高等学

校

　関係団体が艇庫内に置い

ている物品について、目的

外使用許可の手続きがとら

れていない。

　本校の艇庫には、部活動所有の物品や水産科関係の物

品、カヌー協会所有の物品など、以前から他団体の物品

が置かれた状態であったため、令和４年度の実地監査に

おいても管理が不十分であると指摘を受けました。

　その後、速やかに艇庫内の物品を整理し、一覧表をま

とめたところですが、県以外の関係団体が保管する物品

の行政財産目的外使用許可の手続きを行っていなかった

ため、指摘を受けました。

　艇庫内に置かれた物品については、艇庫を利用する職

員や事務室内でも実態を正確に把握していなかったた

め、令和４年度の指摘を受け、整理を行いましたが、そ

の際に他団体所有物品の行政財産目的外使用許可の手続

きを失念していました。

　そのため、指摘を受け、カヌー協会が今後も艇庫を使

用するか否かについて協議し、その結果、継続して使用

したいとの申し出があったため、速やかに行政財産目的

外使用許可の手続きを行いました。

　今後は、艇庫内の物品について、作成した一覧表をも

とに引き続き適切に管理を行うとともに、他団体が所有

する物品の保管には行政財産目的外使用許可の手続きが

伴うことを管理職、事務室、艇庫を利用する職員が確実

に認識するように周知し、艇庫以外の施設においても同

様に漏れがないように学校全体で共有していきます。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1087 ─

令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

12 教育庁
佐世保東翔高等

学校

　行政財産目的外使用許可

に伴う使用料に係る延滞金

について、延滞金条例の適

用を誤って計算したため、

徴収すべきでなかったもの

を誤徴収している。

　電柱類の行政財産目的外使用許可における使用料につ

いて、納入期限を過ぎていたため、「長崎県税外収入延

滞金条例」に基づき、延滞利息を徴収したが、「延滞金

の割合等の特例」の「附則」を見落としていました。

　その附則によれば、当分の間は、この割合をもって算

出することとあり、それをもって改めて計算すると、延

滞金が０円となるため、徴収すべきではなかったものを

誤徴収しているとの指摘を受けました。

　そのため、事務室内で条例の再確認を行い、条例など

に記載してある内容を、十分に確認・理解のうえ、処理

を行うよう申し合わせました。

　なお、指摘後、誤徴収の相手方に、謝罪と延滞金を返

却したい旨を伝えたところですが、23円と金額が少額な

こと、昨年度の決算が済んでいることなどの理由から、

返金は不要であるとの回答でした。

　今後、同様の誤りがないよう通知やマニュアルなどを

十分に確認・理解し、校内のチェック体制を強化してい

きます。

13 教育庁
大村城南高等学

校

　前回監査で指導したにも

かかわらず、生産物等の販

売に係る実習品処分報告書

について、受高の記載がな

い。

　令和４年度の書面監査において、「生産物等の販売に

係る実習品処分報告書について、受高の記載がない」と

の指導を受けました。

　出納員へ生産品受入払出通知をする際には、「生産品

受入・実習品払出通知書（様式第１号の２）」への受高

の記載が必要であることを長崎県立学校実習会計事務取

扱要領で確認し、以後記載する是正措置を講じたもの

の、「実習品処分報告書（様式第１号の３）」について

は、本様式が払出の報告書であることから受高の記載は

不要であると誤って解釈してしまい、以後も受高の記載

を行っていませんでした。

　関係例規通知等の確認不足、恣意的な判断により事務

処理を続けていたことが原因であり、今回の監査後、長

崎県立学校実習会計事務取扱要領等を再確認したうえ

で、「実習品処分報告書（様式第１号の３）」についても

受高と払高をそれぞれ記載する措置を講じました。

　今後は、実習品にかかる生産報告から処分報告までの

取扱いについて事務室内で共通認識を図り、必要であれ

ば関係所管課に問い合わせるなどし、適正な事務処理の

遂行に努めていきます。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1088 ─

令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

14 教育庁 平戸高等学校

　一般廃棄物収集運搬処理

業務委託において、一者随

意契約の理由が不適切であ

る。

　平戸市では、地域ごとに分けて収集運搬の許可が業者

に出されているため、本校を含む南部地域の収集運搬業

にかかる許可を受けているのは一者のみであるとの理由

をもって一者随意契約を締結していました。

　しかし、今回の監査受検時に平戸市の担当者に確認し

たところ、当該地区は平戸市全域も含め三者が許可を受

けており、三者とも業務委託は可能であることがわか

り、随意契約検討シートに記載の理由では、一者随意契

約の理由として誤っているとの指摘を受けました。

　南部地域のほか、市内全域で許可を受けている業者も

選定可能であったにも関わらず、当該地域の許可業者が

一者であることを理由に安易に一者随意契約を締結して

おり、本来ならば、市内全域で許可を受けた業者が本校

での業務が可能であるか否かの検証を行うべきでした。

　このため、当該地区で許可されている業者だけでな

く、市内全域で許可を受けた業者についても業務が可能

である旨を、平戸市の担当者に確認する措置を講じまし

た。また、令和６年度の委託契約においては、本校での

業務が可能であるとの判断のもと、複数の業者で見積合

わせを行い業者選定を行いました。

　今後は、一般廃棄物収集運搬処理業務委託において

は、対象期間における許可業者を平戸市に確認したうえ

で事務処理を進めていくこととし、また、他の業務にお

いても、一者随意契約を締結しようとする場合は、十分

に内容を精査したうえで、その理由を明確に説明できる

ようにします。

15 教育庁 平戸高等学校

　浄化槽保守管理業務委託

において、再委託の承認が

されていない。

　 浄化槽保守管理業務委託について、仕様書に定めて

いる年２回の検水業務を、委託している業者とは別の業

者が行っている（再委託）が、再委託を承諾した旨を確

認できる書類を整備していませんでした。

　年２回の検水業務については、委託業者とは別の業者

が行っているという認識があったにも関わらず、水質検

査は特定の業者しか行うことができないということもあ

り、再委託であるとの認識がなかったことから、契約書

に定める書面での承諾を失念し、別の業者の書面による

検査結果の報告をもって履行の確認としていました。

　監査後、契約書に定める再委託に関する書面の承諾を

行うとともに、本校が締結しているその他の委託契約に

関しても、再委託をしている業務が無いか確認を行いま

した。

　今後は、委託契約に関する手続きを行う際等におい

て、契約書の内容の精査・把握に努めるとともに、再委

託にあたる業務の有無の確認を複数の職員で行うように

します。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1089 ─

令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

16 教育庁 ろう学校

　佐世保分教室において、

水道の管理が不十分であ

る。

　屋外水道が出しっ放しになっていたことと漏水が重な

り、水道料金が増加しました。

　屋外水道について、「誰が・いつから」水道を出しっ

放しにしてたか確認できず、使用量全体のうち、どれだ

けが不注意による分でどれだけが漏水による分なのか数

量を確定することができなかったため、還付請求を行う

ことができませんでした。

　大雨・台風の後などを除き、通常は退庁前に部主事

（教育職）による校舎内の施錠確認や児童等の動線上の

安全確認を中心に見回りを行っているものの、敷地内全

体の見回りについては、月に１・２回程度でした。

　このため、水道の適切な使用について、職員に対する

周知及び週末にグラウンドを利用している関係団体（地

域のソフトボール・ラグビーチーム）に対する注意喚起

を行うとともに、敷地の見回りを強化し、特に週の始ま

りの月曜日については、何かあるのではないかという意

識を持ってグラウンドや校舎周辺（蛇口を含む）等の見

回りを行っているところです。

　今後も、引き続き、上記の措置を徹底することによ

り、水道の適正な管理に努めます。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1090 ─

令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

17 教育庁
佐世保特別支援

学校

　産業廃棄物収集・運搬及

び処分業務委託において、

予定単価を超過した見積書

を決定としており、その結

果、予定総価格額及び予算

額を超えて契約している。

　また、予定額の積算にお

いて、産業廃棄物税相当額

が含まれていることが不明

確である。

　廃プラスチック類の処分業務委託にかかる単価契約に

ついて、予定単価（4,000円／）を超えた単価（6,000

円／）により落札決定し、契約していました。本来

は、見積執行通知書にも記載のとおり、予定単価を超え

ているため、不落とすべきでした。また、予定価格の積

算に使用した参考見積書について、見積額に産廃税相当

額が含まれている旨を業者に口頭にて確認していたもの

の、参考見積書にはその旨が記載されていませんでし

た。

　年度当初の事務量が増える時期のため、平時より

チェック機能が低下していたこと、参考見積書を徴して

予定価格として採用した業者から提出された見積書で

あったため、参考見積書を上回る金額で見積書が提出さ

れることはないだろうという思い込みがあったこと、毎

回産廃税を含んだ額の見積書が提出されていたため、今

回も当然産廃税が含まれていると思い、書類に記載して

もらうことを怠ったことが原因であったと考えます。

　このため、監査後、今回の指摘内容及び原因について

事務室内で情報共有を行い、下記の再発防止策を講じま

した。

　まず、予定価格を越えて決定していた件については、

見積決定時に、起案の予定価格のところに付箋を貼って

回覧することで予定価格と見積価格を意識して比較する

ようにし、校内用に作成したチェックリストを用いて

チェックすることにより、予定価格を超過して決定、契

約しないようにしました。

　また、産業廃棄物処分の契約にかかる産廃税について

も、参考見積に金額等が記載されている旨、確認を徹底

するとともに、施行伺の予定価格の欄に産廃税について

記載欄を設け確認することにより失念しないようにしま

した。

　今後は、上記の措置を徹底し、適正な事務処理の遂行

に努めます。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1091 ─

令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

18 教育庁
佐世保特別支援

学校

　保管金において、還付す

べき所得税が還付されてい

ないものがある。

　看護師の報酬の支出において、令和４年１月以降に令

和３年分の年末調整による超過税額を充当して、2,550

円を返金する予定でしたが、１月給与で充当予定だっ

た所得税2,550円を誤って控除していました。（保管金

受入）そのため２月給与で2,460円を充当し３月にも残

りの90円を充当して返金すべきでしたが失念し保管金に

残ったままになっていました。

　年末調整の結果の内訳表等が１月の報酬に添付されて

おらず、充当すべき対象者のチェックができていなかっ

たこと、所得税の納入が終わった後には保管金はゼロに

なるはずであるが、何の分が残っているのかチェックさ

れていなかったこと等が、年度を超えて長い間還付され

ていなかった原因であると考えます。

　今回還付漏れが判明しましたので、本人へ還付手続き

を行い還付は完了しました。

　年末調整時に報酬システムで作成する還付内訳書につ

いては、１月以降還付が終了するまで毎回金額を修正し

ながら添付し担当以外もチェックできるようにするとと

もに、毎月の保管金（所得税）払出においては、支払予

定額が財務端末から出力する保管金出納照会画面の残額

と一致するか、支払後に残金ゼロになるかを確認して

残っている場合は原因を確認し対応処理するよう改めま

した。

19 教育庁
川棚特別支援学

校

　Ｂ棟屋上パラペット改修

工事において、使用材料の

規格が変更されているにも

かかわらず、契約変更を

行っていない。

　契約相手方より、使用材料の規格を変更したいと申し

出があり、業者から金額変更の申し出がなかったことか

ら、設計額の減はないと考え、変更契約を行ないまし

た。

　しかしながら、これらの材料は面積によって積算が行

われており、使用材料の変更は請負代金に変更が生じる

ことから、設計額を積算したうえ、設計変更の検討を行

い、その結果を工事打合せ簿に記載しておく必要があり

ました。

　担当者を含め、財務規則等の法令等、根拠をもった事

務手続が曖昧であったものと考えており、今回の指摘を

受け、事務室内で工事の打合せ簿を回覧する場合は、契

約変更について意識するよう共通認識を図りました。

　今後は、打合せ等による変更で設計額に変更が生じな

いか常に意識し、相互チェック体制強化も含め、事務室

内で契約変更の必要性について検討し、工事の執行を実

施していきます。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1092 ─

令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（意見）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 課（室）名 監査の結果 講じた措置

１ 教育庁 教育環境整備課

○�学習用パソコン等の貸付

について

　県立学校においては、在

籍する児童生徒に対して学

習用パソコン等の貸付を

行っており、長崎県立学校

学習用パソコン等貸付規程

に「亡失したとき又は損傷

した場合、当該事由が利用

者の故意又は重大な過失に

よるものと認められるとき

は、修繕等の費用は利用者

の負担とする」旨が定めら

れているが、故意又は重大

な過失と判断する場合の具

体的な事例は示されておら

ず、各学校の判断に任され

ている。

　令和４年度決算では、

貸付けた学習用パソコン

23,769台において、故意又

は重大な過失によるもので

はないとして公費で修繕し

たものが574件あり、その

費用は19,546千円に上って

いるが、学校による損傷等

の状況確認が不十分なもの

も見受けられる。

　故意又は重大な過失につ

いての具体的な判断事例を

示すとともに、教職員、生

徒及び保護者に対して周知

徹底し、学習用パソコン等

のより適正な管理に努めら

れたい。

　学習用パソコン等の適正な管理については、これまで

も、令和４年７月７日付「１人１台パソコンの管理徹底

について（通知）」や、令和５年２月１日付「１人１台

パソコン管理徹底及び破損対策調査について（通知）」

において、故障・破損報告の事例や机にストッパーを取

り付けるなどの落下防止策の好事例を参考に、最善の注

意を払ってパソコン等を取り扱うよう教職員及び生徒に

対して周知徹底する旨、通知したほか、校長会や事務長

会の会議において定期的にパソコン等の管理徹底につい

て依頼するといった措置を講じてきました。

　一方、パソコン等が亡失又は損傷した場合、故意又は

重大な過失によるものか否かの判断については各学校に

委任していますが、故意又は重大な過失にあたる具体的

な判断事例を明示していませんでした。

　したがって、今後は、パソコン等の故障破損報告の事

例や落下防止策の好事例のほかにも、故意又は重大な過

失に該当する具体的判断事例も明示した通知を各学校あ

てに通知するとともに、学校内のみならず登下校中や家

庭内においても最善の注意を払ってパソコン等を取り扱

うよう、教職員、生徒及び保護者に対して周知徹底し、

適正な管理に努めていきます。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1093 ─

令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（意見）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 課（室）名 監査の結果 講じた措置

２ 教育庁 教育ＤX推進室

○�学習用パソコン等の貸付

について

　県立学校においては、在

籍する児童生徒に対して学

習用パソコン等の貸付を

行っており、長崎県立学校

学習用パソコン等貸付規程

に「亡失したとき又は損傷

した場合、当該事由が利用

者の故意又は重大な過失に

よるものと認められるとき

は、修繕等の費用は利用者

の負担とする」旨が定めら

れているが、故意又は重大

な過失と判断する場合の具

体的な事例は示されておら

ず、各学校の判断に任され

ている。

　令和４年度決算では、

貸付けた学習用パソコン

23,769台において、故意又

は重大な過失によるもので

はないとして公費で修繕し

たものが574件あり、その

費用は19,546千円に上って

いるが、学校による損傷等

の状況確認が不十分なもの

も見受けられる。

　故意又は重大な過失につ

いての具体的な判断事例を

示すとともに、教職員、生

徒及び保護者に対して周知

徹底し、学習用パソコン等

のより適正な管理に努めら

れたい。

　学習用パソコン等の適正な管理については、これまで

も、令和４年７月７日付「１人１台パソコンの管理徹底

について（通知）」や、令和５年２月１日付「１人１台

パソコン管理徹底及び破損対策調査について（通知）」

において、故障・破損報告の事例や机にストッパーを取

り付けるなどの落下防止策の好事例を参考に、最善の注

意を払ってパソコン等を取り扱うよう教職員及び生徒に

対して周知徹底する旨、通知したほか、校長会や事務長

会の会議において定期的にパソコン等の管理徹底につい

て依頼するといった措置を講じてきました。

　一方、パソコン等が亡失又は損傷した場合、故意又は

重大な過失によるものか否かの判断については各学校に

委任していますが、故意又は重大な過失にあたる具体的

な判断事例を明示していませんでした。

　したがって、今後は、パソコン等の故障破損報告の事

例や落下防止策の好事例のほかにも、故意又は重大な過

失に該当する具体的判断事例も明示した通知を各学校あ

てに通知するとともに、学校内のみならず登下校中や家

庭内においても最善の注意を払ってパソコン等を取り扱

うよう、教職員、生徒及び保護者に対して周知徹底し、

適正な管理に努めていきます。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1094 ─

令和５年度行政監査結果に係る措置（様式２－３）

番号 部局名 課名 監査の結果 講じた措置

１ 教育庁
教育環境整

備課
意見

　機関単位の縦割りではな

く、３機関で連携した相互

利用の仕組み等を検討し、

公舎のより一層の有効活用

を図られたい。

　これまでも相互利用は行ってきたが、より一層の有

効活用を図るため、令和６年度から３機関での協議を

開始したところであり、引き続き、公舎の相互利用の

拡大について検討していく。

２ 教育庁
教育環境整

備課
意見

　長崎地区のみで実施して

いる公舎維持管理業務の一

括外注について、対象地域

の拡大や３機関まとめての

一括外注などを検討し、職

員の負担軽減及び維持管理

費用の縮減を図られたい。

　令和６年度から３機関での協議を開始したところで

あり、各機関の公舎の現状を踏まえ、業者の対応可能

性や費用対効果、効率的な運用方法などについて検討

していく。

３ 教育庁
教育環境整

備課
意見

　各学校の公舎の現状を的

確に把握し、必要な修繕や

設備更新などについて適切

な対応を行い、住環境の改

善に努められたい。

　公舎の設備の現状を把握するための照会を行ってお

り、現状を踏まえた修繕や設備更新など、住環境の改

善に努めていく。

４ 教育庁
教育環境整

備課
意見

　分掌管理している各地方

機関及び各学校に対して、

旧公舎の適正な管理を徹底

されたい。

　用途廃止後の旧公舎については、速やかに処分方法

を決定することとし、処分までの間は適切な管理に努

めるよう、分掌管理している各地方機関及び学校に対

し監査結果を通知し、要請を行った。

５ 教育庁
教育環境整

備課
意見

　基本方針等に基づき、必

要性が低下し、今後も有効

な利用が見込めない公舎に

ついては、速やかに用途廃

止、売却等の方針決定を行

い、計画的に処分を進めら

れたい。

　基本方針等に基づき、有効活用の見込みがない公舎

については、相互利用拡大等を実施しながら公舎の集

約化を図るなど、計画的な処分について検討してい

く。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1095 ─

� 長公委（会）第１号　

� 令和６年５月23日　

　長崎県監査委員　下田　芳之　様

　長崎県監査委員　砺山　祐実　様

　長崎県監査委員　大場　博文　様

　長崎県監査委員　堤　　典子　様

� 長崎県公安委員会委員長　　

� 安部　惠美子　

� （ 公 印 省 略 ）　　　

令和５年度普通会計定期監査（後期）及び

行政監査の結果に係る措置について（通知）

　令和６年３月21日付R05-21000-01236にて提出された監査結果に基づき、別紙のとおり措置を講じたので通知

します。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1096 ─

令和５年度　普通会計定期監査（後期）結果（指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局名 機関名 監査の結果 講じた措置

１ 警察本部 長崎警察署

　東長崎寮電気代につい

て、支払期限を過ぎて支

払っており、延滞利息が発

生している。

　令和４年12月27日に延滞利息176円を九州電力（株）

に対し支出済みです。

　今後は、請求書等に記載された納入期限を複数人で点

検、管理し、支払遅延の絶無に努めます。

２ 警察本部 西海警察署

　安全運転管理者講習受講

手数料の徴収において、

誤って収入印紙に消印して

いる。

　認可等の事務を行う担当職員に対し、「長崎県証紙条

例の施行について」第６に記載されている「証紙の消印

に関する事項」について改めて指導を行いました。

　今後は、長崎県証紙条例などに基づき、適正な許認可

事務を行い、再発防止に努めます。

３ 警察本部 大村警察署

　自動車保管場所証明申請

手数料の徴収において、

誤って収入印紙に消印して

いる。

　認可等の事務を行う担当職員に対し、「長崎県証紙条

例の施行について」第６に記載されている「証紙の消印

に関する事項」について改めて指導を行いました。

　今後は、長崎県証紙条例などに基づき、適正な許認可

事務を行い、再発防止に努めます。

４ 警察本部 相浦警察署

　相浦警察署一般廃棄物収

集運搬処理業務委託におい

て、産業廃棄物（蛍光灯）

を処分している。

　今後、ゴミの分別について、一般・事業系廃棄物の分

別をよく認識し、産業廃棄物の処分の際は、事業系産業

廃棄物として、別途有資格業者と契約した上で適正な処

分を行います。

５ 警察本部 江迎警察署

　江迎警察署空調機冷媒用

分岐管取替修繕２件におい

て、冷媒の充填実績が減少

したにもかかわらず、契約

を変更していない。

　今後は、仕様書に「充填量が仕様書に示した量に満た

ない場合は減額の契約変更を実施する」旨を記載し適正

に事務手続きを行います。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1097 ─

令和５年度行政監査監査結果に係る措置（様式２－３）

番号 部局名 課名 監査の結果 措置状況

１ 警察本部 会計課 意見

　機関単位の縦割りではな

く、３機関で連携した相互

利用の仕組み等を検討し、

公舎のより一層の有効活用

を図られたい。

　令和６年度から３機関での協議を開始したところで

あり、今後も引き続き公舎の相互利用の拡大について

検討してまいります。

２ 警察本部 会計課 意見

　長崎地区のみで実施して

いる公舎維持管理業務の一

括外注について、対象地域

の拡大や３機関まとめての

一括外注などを検討し、職

員の負担軽減及び維持管理

費用の縮減を図られたい。

　令和６年度から３機関での協議を開始したところで

あり、３機関の公舎の現状を踏まえ、業者の対応可能

性や費用対効果、効率的な運用方法などについて検討

してまいります。

３ 警察本部 会計課 意見

　引き続き公舎の現状把握

に努め、必要な修繕や設備

更新などについて適切な対

応を行い、住環境の改善に

努められたい。

　引き続き、計画的な設備改修・更新や必要な修繕に

は適切に対応するなど、住環境の改善に努めてまいり

ます。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1098 ─

� R06-01090-01417　

� 令和６年５月29日　

　長崎県監査委員　下田　芳之　様

　長崎県監査委員　砺山　祐実　様

　長崎県監査委員　大場　博文　様

　長崎県監査委員　堤　　典子　様

� 長崎県知事　大石　賢吾　

� （ 公 印 省 略 ） 　　

令和５年度財政援助団体等監査結果に係る措置について（通知）

　令和６年３月21日付R05-21000-01248の監査結果に基づき、別紙のとおり措置を講じたので通知します。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1099 ─

令和５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

項　　　目 監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

所管部局：農林部　農業経営課

【株式会社エヌ】

意　　見（団体）

　経営状況について

　�　令和４年度の経営成績は、売上高が３億

4,968万円で前年度と比べ2.2倍となったも

のの、経常損失が43万円、当期純損失が

135万円となっている。

　�　新型コロナ感染症の蔓延に伴う外国人の

入国制限等の影響で、当初計画していた外

国人材の派遣人数が達成できなかったこと

もあり、平成31年２月の設立以降、５期連

続して赤字となっており、令和４年度末の

累積欠損金は8,134万円となっている。

　�　派遣人数は増加傾向にあるので、引き続

き、県や関係機関と連携し、本県における

農林水産業の労働力の安定供給を図りなが

ら、累積欠損金の解消に向けて、単年度収

支の早期黒字化に努められたい。

　株式会社エヌは、新型コロナ感染症拡大に

よる外国人材の入国制限の影響から赤字経営

が続いておりましたが、令和４年３月の入国

制限解除以降は、計画的な入国手続きや県内

外への周年およびリレー派遣の取組により、

外国人材の派遣数は順調に増加したことで、

令和５年度の経営成績は、売上高が前年対比

142.3％、経常利益は黒字化（単年度）を見

込んでおります。

　引き続き、第一次産業の労力不足解消によ

る生産性向上を図るとともに、単年度収支の

安定黒字化に努めてまいります。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1100 ─

令和５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

項　　　目 監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

所管部局：土木部　監理課

【公益財団法人　長崎県建設技術研究センター】

指摘事項（団体）

　貸借対照表内訳書について

　�　貸借対照表において、固定負債の退職給

付引当金と同額が固定資産の退職給付引当

資産に計上されているが、前回の監査での

指摘にもかかわらず、貸借対照表内訳書の

会計区分（公益目的事業会計・法人会計）

毎にみると両科目の金額が一致していない

ので、適正な会計処理を行うこと。

　退職給付引当金は、会計ソフトで正味財産

増減計算書の退職給付費用を事業毎に配賦す

る際に自動的に配賦されます。

　これに対して退職給付引当資産は、退職給

付費用とは連動しておらず、改めて仕訳を行

う必要があります。

　今回の指摘は、決算時に退職給付引当資産

の会計間の振替を失念していたため、全体の

金額は一致しているものの、会計毎にみた

ときは適正な会計処理となっていませんでし

た。

　今後同様のミスが起きないように、予備監

査の終了直後に、退職給付引当金と退職給付

引当資産の額が一致しないときはエラーを表

示するように、貸借対照表内訳書を修正しま

した。



令和６年８月９日　金曜日� 第11339号長 崎 県 公 報

─ 1101 ─

令和５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

項　　　目 監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

所管部局：交通局

【長崎県営バス観光株式会社】

指摘事項（団体）

　契約事務について

　�　契約保証金について、保証対象の契約が

終了したにもかかわらず返還していない事

例等があったので、適切な契約事務を行う

こと。

　指摘があった契約保証金については、契約

が既に終了していた広告代理店への保証金返

還などの会計処理を行いました。
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長崎県病院企業団告示第２号

　次の事件を付議するため、長崎県病院企業団議会臨時会を令和６年８月29日午後１時30分長崎市に招集する。

　　令和６年８月９日

� 長崎県病院企業団企業長　八橋　弘　

１　令和６年度長崎県病院企業団病院事業会計補正予算（第１号）

　令和６年１月26日付け長崎県公報第11285号中誤りがあったので、次のとおり訂正する。

ページ 行 誤 正

53 44 ・船体にＮＳ３－54525の表示あり ・船体にＮＳ３－54625の表示あり

　令和６年４月26日付け長崎県公報第11310号中誤りがあったので、次のとおり訂正する。

ページ 行 誤 正

680 42 ・船体にＮＳ３－54525の表示あり ・船体にＮＳ３－54625の表示あり

　　　　長崎県病院企業団告示

　　　　正　　　　　誤
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